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住⺠主体の
移動・外出サービスについて

NPO法人 全国移動サービスネットワーク

副理事⻑ 河崎 ⺠⼦
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生活に必要な移動・外出が困難な高齢者が増えている

総務省の推計

全国の買物困難者
700万人

【その背景など】

１）少⼦⾼齢化＆過疎化の進⾏

高齢独居・高齢者のみ世帯の増加
●日常生活上必要な活動のため、

⾼齢者が独⼒で移動せざるを得ないケースが増加

2）⾼齢者の体⼒
駅やバス停まで歩⾏できる距離＆坂道、買物の荷物
●休まずに歩ける距離は100メートルまで

・・・高齢者の1割、75歳以上は17％

3）バスはあっても、不便
（1日1便、数時間に１便など）

4）高齢者間にも経済格差が拡大
➡ 買物等にタクシーを使える人は多くない



75歳以上ドライバーが免許を返納しない・できない理由

●運転の目的は買物の

ため(53.7％)との回答が

最も多く、ほかには仕事、

送迎、通院等が多かった。

●運転することを「交通

手段」と回答した者が

7割を超えた。
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返納したら「閉じこもり」に
なったケースもある
➡代替手段が必要
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高齢者世帯の状況

具体的には

対象：要支援者（約1万人中3,247人に発送）平成29
年1/23〜2/6実施 回答2,382⼈（回答率73.4％）

1人暮らし

28%
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65歳以上）
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夫婦２人暮らし

（配偶者は64歳

以下）

1%

息子・娘との２

世帯

23%

その他

20%

不明、無回答
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新潟市 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果

週に1回以上は
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ほとんど外出

しない
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対象：要支援者（約1万人中3,247人に発送）平成29
年1/23〜2/6実施 回答2,382⼈（回答率73.4％）

新
潟
市
社
会
福
祉
審
議
会
専
門
分
科
会
（
平
成

29年

8月
）
資
料
か
ら
作
成



6

新潟市 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果

外出を控えていますか

24.7

69.6

22.8 23.1

13.3

7.5

24.8

10.8

1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

外出を控えている理由（複数回答）

はい

73%

いいえ

25%

不明、無回

答

2%

新
潟
市
社
会
福
祉
審
議
会
専
門
分
科
会
（
平
成

29年

8月
）
資
料
か
ら
作
成



 コミュニティバス、路線バス
 タクシー、デマンド(予約型のりあい)タクシー、ＵＤタクシー

 自家用有償旅客運送

 社会福祉法人の空⾞両を活⽤した買物⽀援やサロン送迎
（社会福祉法⼈制度改革による公益活動の義務化）

 訪問型サービスD（移動支援）
介護予防・日常生活支援総合事業

 許可や登録の手続き不要の判断・運用の弾⼒化

 自家⽤有償旅客運送（とくに交通空⽩型）の制度の弾⼒化
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ツールが増えた！

地域内の外出や移動の支援策

支援に必要な条件整備



道路運送法について＜許可・登録＞

貨物⾃動⾞
運送事業法

（平成元年）
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＜道路運送事業＞

貨物⾃動⾞運送事業法とともに、道路運送事業について定めている

道路運送法
（昭和26年）

●旅客⾃動⾞運送事業

●貨物⾃動⾞運送事業

自家用有償
旅客運送
2006(平成18)年

乗合バス

貸切バス

ハイヤー・タクシー
許
可

登
録

緑ナンバー＆二種免許

白ナンバー＆普通免許

●⾃動⾞道事業

運賃ＯＫ

⾮営利の
範囲で運賃
ＯＫ

トラック



道路運送法
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＜タクシー＞4条による許可（緑ナンバー＆二種免許）
利⽤者は、健常者含め誰でも乗れる

＜介護タクシー＞ 福祉輸送事業限定許可（緑ナンバー）
利⽤者は、要介護・要支援認定を受けている者、障がい者
など単独ではタクシー等を利⽤することが困難な者とその付添人

＜ぶらさがり許可＞（白ナンバー）道路運送法78条3号
訪問介護事業所が介護タクシー事業の許可を受けたとき、事業所との契約
にもとづき、訪問介護員等が⾏う要介護認定者等の運送。ケアプラン必要。
乗⾞⼜は降⾞の介助については介護保険を適⽤できる

許可



道路運送法 78条 自家用自動⾞は次に掲げる場合を除き
有償で運送の用に供してはならない。
1 災害のため緊急を要するとき
2 自家⽤有償旅客運送を⾏うとき
3 公共の福祉を確保するためやむを得ないとき
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◆市町村運営有償運送（交通空白輸送、市町村福祉輸送）
市町村が、その区域内の住⺠の⽣活交通を確保するため自ら⾏う運送
◆福祉有償運送
NPO等が、公共交通を利⽤しにくい移動制約者（および付添⼈）を
対象にドア・ツー・ドアで⾏う運送。対象者に制限がある
◆公共交通空白地有償運送（過疎地有償運送改め）
NPO等が、交通の不便な地域で、住⺠の⽇常⽣活に必要な交通を確保するため⾏う
対象者は、地域住⺠全員、来訪者、観光客

⾃家⽤⾃動⾞による有償旅客運送の種類と概要

自家⽤有償旅客運送を⾏おうとす
る者は、国⼟交通⼤⾂の⾏う登録
を受けなければならない

登録
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平成28年3⽉末（国交省旅客課資料から作成）
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●市町村運営有償運送
（交通空白輸送）
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富山県南砺市 18路線

コミュニティバス 「なんバス」を

交通事業者に委託

メリット＞二種免許でない乗務員もOK

岡山県備前市 笹目地区
「ささめあい号」 住⺠が運
転・運⾏（7人が運転手）
備前市は市町村運営交通
空白も10路線（事業者委
託）

路線数の多い市町

・宮城県白石市
…155路線

・山口県岩国市
…127路線

・秋⽥県由利本荘市
…106路線

・島根県邑南町
…98路線

・岡⼭県新⾒市
…83路線

など 国交省国⼟政策局作成資料から
（平成28年12⽉〜29年2月）

●公共交通空白地
有償運送
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●市町村運営有償運送 制度の概要（1）

地域公共交通
会議等

○市町村が単独または広域で設置する。必要に応じ都道府県設置も可
〇運送の必要性や区域等を協議（【交通空白】ｌ交通空白地であり地域住
⺠の輸送を⾏う必要性があると認められること 【市町村福祉輸送】タクシー等で
はニーズに対応することが困難であり、市町村福祉輸送が必要であること）
＊事業者提案を優先（後述）

運送の主体 ○市町村（委託も可能）

運送の対象者

○交通空白輸送
当該市町村に在住する住⺠とその親族、当該市町村に⽇常⽤務を有する
者、（市町村⻑が認めた場合は）来訪者も可
○市町村福祉輸送
イ）身体障がい者 ロ）要介護認定者 ハ）要支援認定者
ニ）その他肢体不自由、内部障がい、知的障がい、精神障がい、その
他の障がいを有する者（複数乗⾞も可）＊登録が必要

⾸⻑が認めた場合は住⺠以外の上記該当者も可（登録なし）



運送の区域 ○交通空白輸送
合意された区域内で、路線を定めて、もしくは迂回路を設けてデマンドで⾏う。
発地または着地のいずれかが区域内にあること（平成29年改正）
○市町村福祉輸送
合意された区域内で、発地または着地のいずれかが区域内にあること

使用⾞両
○交通空白輸送
バス（定員11人以上）または11人未満の自動⾞（福祉⾞両可能）
委託先が保有する11人未満の⾃動⾞（平成29年改正）
○市町村福祉輸送
定員11⼈未満の福祉⾞両およびセダン

運転者 ○二種免許もしくは一種＋国交省認定講習受講

運⾏管理
○体制を整備
○委託する場合は、運⾏管理が適切に⾏われるよう措置。運⾏管理責任者は
受託者が資格がある者を配置
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市町村運営有償運送 制度の概要（2）
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●公共交通空白地有償運送 制度の概要（1）

自治体が
運営協議会
を設置

○市町村などが単独または広域で設置する。
〇協議事項；運送の必要性（タクシー等の公共交通機関では十分な
サービスが確保されていないと認められ、必要性について合意が得られている
こと）その他条件について合意する ＊事業者提案を優先（後述）

○構成員；自治体、地方運輸局、関係交通機関（タクシー等）の代表、地
域住⺠、利⽤者代表、ＮＰＯの代表など

運送の主体
（登録できる団体）

○⾮営利法人（ＮＰＯ法⼈、社会福祉法⼈、医療法⼈、⼀般社団法⼈、
一般財団法人、認可地縁団体、農業協同組合、消費生活協同組合、商工
会議所、商工会） 〇法人格がない町内会など地縁団体
〇更新（3年ごと）や変更登録（運送の区域・運送の種別）などを⾏う場
合も申請と合意が必要

運送の対象者

○当該地域内の住⺠およびその親族、当該地域内に⽇常⽤務を要する者
＊登録が必要

〇市町村⻑が認めた場合は来訪者や滞在者も可（＊登録なし）



運送の区域 ○合意された区域で、出発地または目的地がその区域内にあること。市町村内
の一部の過疎的エリアも可能

使用⾞両
○バス（定員11人以上）または11人未満の自動⾞
○団体が所有する⾞両、もしくは持込⾞両（運転者等との契約で使用権原が
ある⾞両）
○福祉⾞両も可

運送の対価 ○実費の範囲内、営利と認められない範囲
（当該地域のタクシーの上限運賃の概ね１/２を目安）

運転者 ○二種免許もしくは一種＋国交省認定講習受講

運⾏管理
○体制を整備
○5台以上の場合、安全運転管理者を選任する、または運⾏管理者の受験資格を
有する人を責任者として配置
○20台以上の場合は、副安全運転管理者を選任

任意保険 ○対人8,000万円以上 対物200万円以上
○搭乗者傷害特約
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公共交通空白地有償運送 制度の概要（2）
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●福祉有償運送 制度の概要（1）

自治体が
運営協議会
を設置

○市町村などが単独または広域で設置する。
〇協議事項；①運送の必要性（タクシー等の公共交通機関では十分な
サービスが確保されていない）②申請団体の運送の区域 ③運送の対価
が制度に沿っているかを判断して合意する

○構成員；自治体、運輸支局、関係交通機関（タクシー等）の代表、地
域住⺠、利⽤者代表、ＮＰＯの代表など

運送の主体
（登録できる団体）

○⾮営利法人（ＮＰＯ法⼈、社会福祉法⼈、医療法⼈、⼀般社団法⼈、
一般財団法人、認可地縁団体、農業協同組合、消費生活協同組合、商工
会議所、商工会）〇法人格がない町内会など地縁団体
〇更新（3年ごと）や変更登録（運送の区域・運送の種別）などを⾏う場
合も申請と合意が必要

運送の対象者

○単独で移動が困難な人、その付添人
イ）身体障がい者 ロ）要介護認定者 ハ）要支援認定者、基本チェックリ
スト該当者 ニ）その他肢体不自由、内部障がい、知的障がい、精神障がい、
その他の障がいを有する者（複数乗⾞も可） ＊利⽤者登録が必要

○⾸⻑が認めた場合は、上記に該当する来訪者や滞在者も可（登録なし）



運送の区域 ○合意された区域で、出発地または目的地がその区域内にあること

使用⾞両
○定員11人未満の自動⾞
○団体が所有する⾞両、もしくは運転者等との契約で使⽤権原がある⾞両
○福祉⾞両（乗降装置があるもの）
○セダン（乗降装置がないものを総称）

運送の対価 ○実費の範囲内、営利と認められない範囲
（タクシーの上限運賃の概ね１/２を目安。2/3でも）

運転者 ○二種免許もしくは一種＋国交省認定講習受講

運⾏管理
○体制を整備
○5台以上の場合は、運⾏管理責任者は
公安委員会が⾏う安全運転管理者講習を受講
○20台以上の場合は、副安全運転管理者を選任

任意保険 ○対人8,000万円以上 対物200万円以上
○搭乗者傷害特約
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福祉有償運送 制度の概要（2）



福祉有償運送の事例
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外出することで生活を

豊かにする利⽤者

＜利⽤事例＞
通院、入退院、通学、通所
仲間や友人との交流、⾷事
コンサートや映画、観劇、観光
趣味の教室やセミナーへの参
加、墓まいり、結婚式・・・etc
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●社会福祉法人の空⾞両による買物送迎・サロン送迎
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千葉市⼤椎台団地
スーパーへ送迎

神奈川県⿇⽣区
サロンの送迎 特養のスタッ

フが運転

自治会で
募集した
ボランティ
アが付添
支援

利⽤者から料⾦
を取っていないの
で、誰でも乗れる

社福）一廣会

「かないばら苑」
・高齢者グループからお願い

されて、サロン会場へ送迎

・2010年末開始

・現在3団体の送迎

・運転ボランティア10人が

運転を担う
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社会福祉法人に義務づけられた公益活動



逗子・鎌倉ハイランド買物バス＜登録不要＞
●社会福祉法人による公益活動（買物支援）

社福)百鷗「逗子清寿苑」と「自治会」がコラボして
買い物支援

 逗子清寿苑が⾞両と運転手を提供（地域貢献の一環）

 逗子・鎌倉ハイランドの両自治会の役員１名が添乗

 毎週（月）（木）11：30に 坂の下にあるスーパーから、
坂の上の自宅まで送る ＜無料＞

 対象者 多少は歩ける人（買物時間や所用など時間は
さまざまなので⾏きはあえてバスは出さず）

 2015(平成27）年12⽉から運⾏
１日 5〜6⼈が利⽤ （好評）

 スーパーは、発⾞時の店内アナウンス等で協⼒
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１）買物、通院、
外出時の支援

２）通所型サービ
スBへの送迎

25

厚
生
労
働
省

●介護保険制度改定による移動⽀援（訪問型サービスＤ）
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訪問型サービスDの２つの類型
ケース１）通院や買物等
通院等をする場合における送迎前後の付添支援

病院等

ケース 2) 通所目的 「サロン送迎型」
通所型サービスＢにおいて、その送迎を別主体が実施

通いの場

• ケアマネジメントに基づき
必要に応じて付添や⾒
守りを⾏う

• 目的地は生活支援の範
囲内であれば、通院のほ
か買物支援も可

• 通所型サービスBや一
般介護予防事業による
通いの場（サロン等）
の送迎を別主体が⾏う
場合



訪問D ケース１）通院や買物等

27

市町村が(介護保険会計から)拠出できる補助⾦

• 補助⾦は、サービス調整の人件費等の間接経費のみ (⾞両や

ガソリン代等の補助は不可）

訪問D ケース 2) 通所目的 「サロン送迎型」
• 補助⾦は、間接経費のほか、ガソリン代など送迎にかかる実費、⾞両購⼊費な

ど具体的な対象経費は、市町村の判断に委ねられている

ケース１）の場合も、一般財源からの補助は可能
＜2017.8.25「国交省」通知＞ボランティア団体等が地域住⺠にサービスを提供するにあたり、市
区町村所有の⾞両を使うときは道路運送法上の許可・登録は不要。団体に対して⾞両の購⼊
費や維持管理経費(＊)の全部や一部を市区町村が補助する場合も同様（ただし、補助⾦に
運転者の人件費や報酬が含まれる場合は登録等が必要）

(＊)維持管理費：駐⾞場代、保険料、⾞検代、自動⾞税、消耗品代を含む



国通知 【実施可能モデル】

神奈川県 秦野市
●サロン（居場所）に⾏けなくなった人の⽀援

サービスの
種類

＜通所型サービスB＞ ＜訪問型サービスD＞

デイ部分 送迎部分

道路運送法 許可・登録を要しない運送

サービス提
供者

住⺠ボランティア（週１回×4グ
ループ）

福祉有償運送事業者・社会福祉法人
（現在２団体）

補助⾦ 1団体あたり
年8万円（上限）
報償費、消耗品費、印刷製本費、
通信運搬費、備品購入費、ボラン
ティア保険料

①送迎コーディネーター人件費・・週あたりの延べ稼働台数1台
あたり年49,000円
②通信費・・事業実施⽇に稼働する自動⾞1台あたり年
51,000円 ③消耗品費・・週あたりの延べ稼働台数1台あたり
年12,000円 ④⾞両保険料・・394,000円×実施日数÷通
所Bの実施日数

送迎⾞両 公⽤⾞（無償貸与）および受託者の⾞両

利⽤者負担 実費（昼食代等） なし

28

●訪問Ｄの事例



国通知 【実施可能モデル】 山口県 防府市（向島地区）
●介護予防教室（体操＆買物）を多様な主体が支援

サービスの
種類

＜通所型 基準緩和 サービスA＞ 幸せます健康くらぶ

サロン部分 送迎部分 ＜訪問型サービスD＞

道路運送法 許可・登録を要しない運送

サービス提
供者

防府市通所サービス連絡協議会
＆⺠⽣委員＆イオン防府店

社会福祉法人「蓬莱会」（障がい者系）
＜社福の公益活動として⾞両と運転手を無償提供＞

特徴 ・介護予防体操と買物＆おしゃべりの場
（毎回15人以上参加）
・月1回イオンで（イオンは会議室無料
提供)、1回は公⺠館/丸久の販売⾞
・あえて連絡協議会に委託
（共有化➡他地区での⽴上げ）
・市の短冊式要綱役⽴つ
・⺠⽣委員は基本チェックリスト対象者の
掘り起こしやサロン＆送迎付添

・地域ケア会議で買物困難の課題
・社福「蓬莱会」は地域貢献策を模索中。施設建設を受け⼊
れてもらった地域。快諾。⽉2回運⾏/市は燃料費実費を補助
・⺠⽣委員（8人）は「向島にしき健康くらぶ後援会」を発足
・保険は自動⾞保険と国内旅⾏保険
・⼩野地区では地域活性化会議が中⼼になり⽴上げ中
（通所B)

送迎⾞両 社会福祉法⼈の所有⾞両（26人乗り）

利⽤者負担 2,500円の１割＆昼食代 なし
29



プロセス
・自治体側から既存の活動団体へ説明や
担い⼿の打診を⾏う
・NPO法人「活きる」が手上げ

道路運
送法

福祉有償運送

利⽤対
象者

福祉有償運送の利⽤対象者＋基本
チェックリスト該当者

利⽤者
負担

５キロ以内⼀律700円、
以降２キロごとに300円

補 助 ・従前から市は団体へ補助（一般財源）
・訪問Dの補助は上記と重ならない範囲/
事務所賃借料など間接経費の⼀部のみ
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国通知 【実施可能モデル】

茨城県 取手市
●既存団体の活用 ＜訪問型サービスD＞

国通知 【実施可能モデル】

島根県 美郷町
●既存団体の活用 ＜訪問型サービスB＋D＞

プロセス
・島根県提案の「自治会等輸送事業」をきっかけに
「NPO法人 別府安心ネット」が発足
・維持継続が課題となって自家用有償旅客運送の登
録を受けた

道路運
送法

公共交通空白地有償運送＆福祉有償運送

利⽤対
象者

基本チェックリスト該当者で、家族により援助を受けら
れない状況にある者、⾼齢者のみ世帯で軽度の援助
を必要とする者など

利⽤者
負担

・訪問Bは１時間1,000円：家内の整理・整頓、特
別なものの洗濯等
・訪問Dは１キロあたり50円：日用品や食材の確保、
外出時の付添

補 助 ・訪問Bと訪問Dをセットで実施する団体に対して補助
・Bは家事支援など、Dは対象者への通院・買物等の
送迎前後の付添



プロセス
・介護タクシーが事業の撤退を考えていたが、要介護1〜5の高齢者約
100名が利⽤登録していたので（必要不可⽋なサービス）市が支援し
て社会福祉法人（介護保険事業所）として再出発することに

道路運送法 許 可（4条ぶらさがり：自家⽤自動⾞有償運送）

利⽤対象者 ①要支援認定者、基本チェックリスト該当者 ②バス停から遠くかつ運
転できる家族がいない者（①②双方を満たす者）

⾏ 先 町内。通院・買物・⾦融機関に限定。⽚道利⽤/１回30分以内

利⽤者負担 １回 510円（乗合いも定額）

補 助
光熱水費24,000円以内
⾞両１台あたり；⼈件費104,000円以内、通信費12,000円以内、
消耗品費120,000円以内、任意保険料60,000円以内
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国通知 【実施可能モデル】 ⿅児島県 さつま町
●高齢者の足を守る ＜訪問型サービスD＞



道路運送法の類型 登録不要
登録 許可

総合事業の類型
ｶﾞｿﾘﾝ代実費・有料
道路・駐⾞料のみ

サロン送迎
（自家輸送）

家事身辺援助等ｻｰ
ﾋﾞｽ一体型

訪問型サービスB
松⼾市,吉⾒町
天童市、八王子市

訪問型サービスD
（ケース1）

米原市
⼤網⽩⾥市

⿊滝村,流⼭市、
太子町

取手市
美郷町

さつま町

訪問型サービスD
（ケース2）

鶴岡市
秦野市,網走市,⻑
沼町,飯綱町,加東
市,防府市,太子町

和光市 川島町

一般介護予防事業
神栖市
高根沢町

国東市

その他 岩沼市（通所A）
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総合事業の類型と道路運送法の類型 2018年3月
〜先⾏事例 ヒアリング調査市町村の取組みから〜

※太子町（大阪府）は、実施主体によってサロン送迎と家事身辺援助等サービス一体型に分かれる



道路運送法

(1)-１ 利⽤者からの給付が、好意に対する任意の謝礼と認められる場合

２ 利⽤する・しないに関わらず 会費等が⼀律の場合

(2)-１ 利⽤者からの給付が野菜や地域通貨など換⾦性が乏しい財物などで⾏われる場合

２ ボランタリーなサービスを相互に提供し合う場合

(3）利⽤者からの給付がガソリン代実費、道路通⾏料、駐⾞料⾦(特定費用)のみの場合

(4)-１ 市町村の事業として市町村の⾞両で実施されるなど、利⽤者の負担がゼロの場合

２ 自家輸送の場合

３ 介護や家事身辺援助等のサービスと一体型の場合

４ 利⽤者の所有⾞両で送迎を⾏う場合
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国⼟交通省 通達（事務連絡/平成18年、改正/平成30年3月30日）

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」

許可・登録の
手続き不要



(1)-１ 利⽤者からの給付が 好意
に対する任意の謝礼と認められる場
合

乗せてもらった⼈（利⽤者）が、あくまでも
⾃発的に謝礼の趣旨でお⾦を差し出した場
合

①偶発的なケース

②日頃からの運送のお礼にと、⾦銭が差し出
されたようなケース

③利⽤者が（右の）ガソリン代実費を払う
際に「釣り銭の返却を求めず、運転者に受
け取るよう申し出て、運転者が受け取った
場合」

ただし、料⾦表や⾦額が明記されたパンフレッ
ト等がある場合は「自発的に」とはならない
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国⼟交通省 通達（平成30年3⽉末⾒直し：朱部分）

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から

（3）利⽤者負担が 実際の運⾏に要したガ

ソリン代、道路通⾏料、駐⾞料⾦のみの場合

「実際の運⾏に要するガソリン代」＝乗⾞中は
もとより運転者の⾞庫等からの迎⾞及び終了
後の⾞庫等までを含む

ガソリン代の算出方法2事例

①⾛⾏距離÷燃費×1ℓあたりのガソリン価格

②市町村の実証実験の結果にもとづき1㎞あた
りのガソリン代を算出（定期的に実情との乖離
がないか確認し、乖離があれば⾒直し）

特定費用
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(4) -1 利⽤者負担が

ゼロの場合

• 市町村の事業として、市町

村の保有⾞両で実施され、

利⽤者からは⼀切の負担

を求めない場合

• ただし、介護保険制度の訪

問介護および障害者自⽴

⽀援法による居宅介護で

送迎を⾏い、公的な給付が

適⽤される場合は、利⽤者

の負担を求めなくても完全

無償とは認められない

国⼟交通省 通達（平成30年3⽉末⾒直し：朱部分）

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」から

(4) -2 「自家輸送」の場合

• デイサービスや授産施設、障がい
者の地域作業所、各種サロン等
を運営する者が施設の利⽤を⽬
的として送迎にかかるコストを別
途求めない場合も登録等は不
要。ホテルや旅館、ゴルフ場の送
迎等もこれに該当

・ ただし、送迎を利⽤する⼈と利⽤しない⼈
とで、サービス内容や利⽤料に差をつける場
合は、送迎が１つの独⽴したサービスとみなさ
れ、自家輸送と認められない。また、病院など
の運営主体から委託を受けて送迎を⾏い、送迎
に係る費用の全額を委託者や第三者が負担し
ている場合は、登録等が必要

(4)-3 介護・家事身辺援助の
提供が中心となるサービスを
提供するものであって、
運送に対する固有の
対価（ガソリン代等）
の負担を求めない場合

• 草とりや掃除など送迎を⾏わない
サービスと、⾞両を使って病院へ送
迎するサービスがすべて⼀律の利⽤
料⾦となっていて、送迎した場合も
別料⾦の設定がない

その他利⽤者負担可能
＜仲介手数料＞
アプリを使うサービス（電話受
付やサービス調整も該当＝国
交省⾒解）。ただし運転者に
還流しない仕組みにする
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http://www.zenkoku-ido.net/action.php#action68
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訪問型サービスＤ補助⾦
交付要綱のつくり方
訪問型サービスＤ補助⾦
交付要綱のつくり方

http://www.zenkoku-
ido.net/_action/pdf/2017josei/2017idoQ&A.pdf

http://www.zenkoku-
ido.net/_action/pdf/2017josei/2017hojo_youkou_point.pdf

Ｑ＆Ａ
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国
交
省

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

高齢者の移動手段の確保に関する検討会



「中間とりまとめ」を受けた通達等の発出状況

◆ 市町村運営有償運送の⾒直し（平成29年8月）

• 【交通空白輸送】 定路線のほかに区域運⾏も可能に

• 【交通空白＆福祉輸送】 市町村⾞両のほかにマイカーなど持込⾞両の
使用が可能に

◆「許可や登録を要しない運送の態様」の改定（平成30年3月）

• 自治体からの補助(⾞両購⼊・維持費)を登録不要と整理(29年8月)

• 訪問Ｄの輸送モデルを情報提供（平成30年3月）

• 特定費⽤のほかに仲介⼿数料を収受することが可能に（同3月）

◆ 「福祉」と「交通」の連携強化、相互理解の促進（平成29年6月）
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運送の
区域
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➡万⼀事故が起きたら、基本 保険会社の出番 (その場で示談はしない)

➡保険は掛けておく。以下ネット保険も共通

＜対人賠償＞(家族以外の)第三者に傷害を与えた場合、傷害の程

度に応じて保険⾦が⽀払われる。同乗している利⽤者＝第三者

＜人身傷害＞責任割合にかかわらず、運転者と同乗者の傷害に応じて

実際の損害額が支払われる（cf.搭乗者傷害）

 実際は、乗⾞中の事故より降⾞後の事故のほうが多い

➡ボランティア活動保険（無償の場合)、福祉サービス総合保障

（有償の場合)、国内旅⾏保険など （通して保障:送迎サービス保障等)

保険会社に要確認！

●事故への対応
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許可・登録を要しない輸送（「互助」による輸送）の条件整備

新たな保険商品の開発

【右のような保険が

候補に挙がっている

が、未開発】

中間とりまとめを受け 現在国交省（交通計画課）が交渉研究中

東京海上日動 「ちょいのり保険」（1⽇⾃動⾞保険）
マイカーボランティアの⾞両を その日だけ団体等が借りる形態
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移動・外出⽀援サービスは住⺠参加が不可⽋

 住⺠⾃⾝や事業者が⾏政と協働して自分が住む地域を
持続可能な地域にしていく ＜課題の共有化＞

ಆ 講師を招いた勉強会やワークショップ等

【事例】 ・新潟県 生活支援体制整備アドバイザー派遣モデル事業

・北杜市 住⺠主体による⾼齢者の外出⽀援ｻｰﾋﾞｽﾓﾃﾞﾙ事業

・静岡県社協（菊川市社協）ヘルプマン養成講座

・葉⼭町社協 住⺠主体による交通バリアフリー協議会

ಆ 運転者の発掘や育成など

【事例】 ・横浜市泉区 泉サポートプロジェクト

・秦野市 地域支え合い型ドライバー研修

・神奈川県 移動（輸送）サービス従事者養成研修事業
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住⺠と⼀緒になって 誰がどのように困っているか できる限り具体的に把握する
＜ニーズの具体化＞ ಆ 思い込みだけで形をつくると誰も乗らない

 やる気がある人やグループが⾒つかったら ⾏政マンは⿊⼦に（さりげない支援
に徹する）＜住⺠が主役意識を持てるように＞ ●手続きは極⼒簡素に

既存の活動がある場合は そのまま生かしながら（持続可能になるような）補
助⾦等や⾞両⽀援を⼯夫 ＜継続できるように支援＞

●なるべく多くの主体の参加を促す（防府市）

--------------------------------------------

既存のコミュニティバスやデマンドも「まちづくり・地
域づくり」の観点から⾒直しが必要！

＜「福祉」と「交通」の連携＞

秦野市 バスの乗り方講座


